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‭はじめに‬

‭本書の位置付け‬

‭本書は、Salesforce Net Zero Cloudに入力されたデータを「エネルギーの使用の合理化等に‬

‭関する法律」（以下、「省エネ法」という）および「地球温暖化対策の推進に関する法律」‬

‭（以下、「温対法」という）に基づく「算定・報告・公表制度」への定期報告書データを作成‬

‭するアプリケーション「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」（以下、「本アプリ」という）‬

‭の操作マニュアルです。‬

‭省エネ法および温対法の制度や、定期報告書における報告事項の説明、Net Zero Cloudや省‬

‭エネ法・温対法・フロン法電子報告システム（EEGS）（以下、「EEGS」という）の操作方法‬

‭は本書の対象外となります。ご不明な点は、それぞれの記入要領やマニュアルを並行して参照‬

‭いただきながらご利用ください。‬

‭対象読者‬

‭本書は、省エネ法および温対法の定期報告書を作成し提出する担当者を対象読者として想定‬

‭しています。省エネ法および温対法の制度や、定期報告書の内容を理解していることが前提と‬

‭なります。‬
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‭システムの構成‬

‭本アプリは、主に以下の3つの機能から構成されます。‬

‭1.‬ ‭Net Zero Cloudに入力されたエネルギー使用量の情報を集計し、省エネ法・温対法の定‬

‭期報告の単位やフォーマットに変換する機能。‬

‭2.‬ ‭エネルギー使用量や二酸化炭素排出量以外の定期報告書に必要な項目を入力する機能。‬

‭3.‬ ‭EEGSへアップロード可能なXMLファイルを生成する機能。‬

‭Net Zero Cloudへ随時入力されたエネルギー使用量のうち、当該年度の対象となるデータが‬

‭自動集計されるので、報告書作成者はエネルギー使用量や二酸化炭素排出量を算定する作業が‬

‭不要となり、他に必要な項目を入力するだけで定期報告書データが完成します。‬

‭システム概要と本書の対象範囲‬
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‭利用手順‬

‭STEP‬ ‭操作‬ ‭概要‬

‭事前準備‬

‭本アプリ利用の準備‬

‭1‬ ‭権限の割り当て‬ ‭本アプリを利用するユーザに、権限セット「省‬

‭エネ法・温対法報告 for Salesforce」の割り当‬

‭てを行います。‬

‭2‬ ‭「固定資産によるエネルギー使‬

‭用量」のページレイアウト割り‬

‭当て‬

‭「固定資産によるエネルギー使用量」に本アプ‬

‭リ用のページレイアウトを割り当てます。‬

‭3‬ ‭「車両によるエネルギー使用‬

‭量」のページレイアウト割り当‬

‭て‬

‭「車両によるエネルギー使用量」に本アプリ用‬

‭のページレイアウトを割り当てます。‬

‭省エネ法・温対法定期報告書作成のための準備‬

‭1‬ ‭「特定事業者情報」を登録‬ ‭省エネ法報告用の事業者情報を作成します。‬

‭2‬ ‭「事業者全体の報告」を登録‬ ‭特定表を作成するためのレコードを作成しま‬

‭す。‬

‭3‬ ‭「工場等毎の報告」を登録‬ ‭工場等毎の基本情報を入力するためのレコード‬

‭を作成します。‬

‭エネルギーの使用量の登録‬

‭1‬ ‭追加設定による燃料種別の登録‬ ‭必要に応じて、報告に必要な燃料種別を追加で‬

‭登録します。‬

‭2‬ ‭「定期報告書係数」を登録‬ ‭エネルギー使用量の集計で使用する燃料種別毎‬

‭の発熱量や排出係数を登録します。（SHK制度‬

‭における算定方法・排出係数で公開されている‬

‭数値から変更する場合のみ。）‬
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‭3‬ ‭「その他排出係数セット」を登‬

‭録‬

‭燃料用の排出係数セット‬‭を登録します。‬

‭4‬ ‭「その他排出係数セット項目」‬

‭を登録‬

‭燃料種別毎の排出係数を登録します。‬

‭5‬ ‭「固定資産によるエネルギー使‬

‭用量」を登録‬

‭燃料種別毎にエネルギー使用量等を入力し、関‬

‭連するオブジェクトと紐付けを行い、登録しま‬

‭す。‬

‭6‬ ‭「車両によるエネルギー使用‬

‭量」を登録‬

‭燃料種別毎にエネルギー使用量等を入力し、関‬

‭連するオブジェクトと紐付けを行い、登録しま‬

‭す。‬

‭7‬ ‭エネルギー使用量・温室効果ガ‬

‭ス排出量の再集計‬

‭電気事業者別排出係数に更新があった場合な‬

‭ど、「定期報告書係数」を変更後、関連する‬

‭「固定資産によるエネルギー使用量」と「車両‬

‭によるエネルギーによる使用量」を再計算を行‬

‭います。‬

‭省エネ法定期報告に必要な情報の入力‬

‭1‬ ‭「定期報告書用その他情報」を‬

‭登録‬

‭エネルギー使用量以外の報告に必要な各種情報‬

‭を登録します。‬

‭2‬ ‭「工場‬‭等‬‭毎の報告」の入力‬ ‭工場‬‭等‬‭毎に報告が必要な情報を、関連するオブ‬

‭ジェクトと紐付けを行い、登録します。‬

‭3‬ ‭「事業者全体の報告」の入力‬ ‭事業者情報と報告書情報の紐付けを行い、登録‬

‭します。‬

‭4‬ ‭「事業分類毎の集計」の入力‬ ‭エネルギー使用に係る原単位を登録します。‬

‭5‬ ‭「特定事業者情報」の入力‬ ‭事業者情報を登録します。‬

‭温対法定期報告に必要な情報の入力‬

‭1‬ ‭「特定事業者情報」を登録‬ ‭温対法報告用の事業者情報を登録します。‬
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‭2‬ ‭「定期報告書用その他情報を登‬

‭録」‬

‭温室効果ガス排出量等を入力します。‬

‭3‬ ‭「工場‬‭等‬‭毎の報告」を登録‬ ‭工場‬‭等‬‭毎に報告が必要な情報を、関連するオブ‬

‭ジェクトと紐付けを行い、登録します。‬

‭4‬ ‭「事業者全体の報告」を登録‬ ‭事業者情報と報告書情報の紐付けを行い、登録‬

‭します。‬

‭5‬ ‭「特定事業者情報」を詳細登録‬ ‭温対法用の事業者情報を登録します。‬

‭報告書出力・更新・提出‬

‭1‬ ‭省エネ法／温対法用定期報告書‬

‭のXMLファイル出力‬

‭作成した情報に基づき報告書データ(XMLフォー‬

‭マット)を作成します。‬

‭2‬ ‭報告書の提出‬ ‭作成した報告書データを、EEGSにアップロー‬

‭ドし、提出します。‬
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‭1.‬ ‭事前準備‬

‭1.1.‬ ‭本アプリ利用の準備‬

‭1.1.1.‬ ‭権限の割り当て‬

‭本アプリを利用するユーザに権限セット「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」の割り当て‬

‭を行います。‬

‭設定手順‬

‭1.‬ ‭メニュー「設定」から「ユーザ」→「権限セット」を選んで、「省エネ法・温対法報告‬

‭for Salesforce」のリンクを押下‬‭します。(‬‭図1.1.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」の「割り当ての管理」を押下します。‬‭(‬‭図‬

‭1.1.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭「‬‭割り当てを追加」を押下し、本アプリを利用するユーザを追加します。‬‭(‬‭図1.1.3‬‭)‬

‭図1.1.1　権限セット「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」の選択‬

‭7‬



‭図1.1.2　「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」のユーザ割り当て管理‬

‭図1.1.3　「省エネ法・温対法報告 for Salesforce」のユーザ割り当て追加‬
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‭1.1.2.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」のページレイアウト割り当て‬

‭本アプリを使用して定期報告書を作成するためには、「固定資産によるエネルギー使用量」‬

‭のページレイアウトを編集して、定期報告書作成用の項目を入力できるようにする必要があり‬

‭ます。本アプリを使用するユーザプロファイルに専用のレイアウトを割り当てます。‬

‭※以下の設定手順では、一例として、システム管理者と標準ユーザに割り当てる場合を記載‬

‭しています。‬

‭設定手順‬

‭1.‬ ‭ホームからアプリケーションランチャーを押下し、「省エネ法・温対法報告 for‬

‭Salesforce」を押下します。(‬‭図1.1.4‬‭)‬

‭2.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブの‬

‭「さらに表示」を押下してください。タブにある「さらに表示」を押下し、「固定資産‬

‭によるエネルギー使用量」を押下します。(‬‭図1.1.5‬‭)‬

‭3.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」タブを開き、歯車アイコンから「オブジェクトを‬

‭編集」を押下します。(‬‭図1.1.6‬‭)‬

‭4.‬ ‭メニューから「ページレイアウト」を押下し、右上の「ページレイアウトの割り当て」‬

‭を押下します。(‬‭図1.1.7‬‭)‬

‭5.‬ ‭「割り当てを編集」を押下し、本アプリの利用対象にページレイアウト「‬

‭Shoen4nzdSAEULayout」を割り当てます。例えば、プロファイルが「システム管理‬

‭者」と「標準ユーザ」の、レコードタイプが「マスタ」と「Stationary Asset Enery Use‬

‭Layout」にレイアウト「Shoen4nzdSAEULayout」を割り当てます。他にも本アプリを利‬

‭用したいレコードタイプがあれば同様に割り当てます。(‬‭図1.1.8‬‭)‬
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‭図1.1.4　アプリケーションランチャーからの選択‬

‭図1.1.5　タブから「固定資産によるエネルギー使用量」を選択‬

‭10‬



‭図1.1.6　「固定資産によるエネルギー使用量」オブジェクトを選択‬

‭図1.1.7　ページレイアウトの割り当て‬
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‭図1.1.8　ページレイアウトの割り当てを編集‬
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‭1.1.3.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」のページレイアウト割り当て‬

‭本アプリを使用して定期報告書を作成するためには、「車両によるエネルギー使用量」の‬

‭ページレイアウトを編集して、定期報告書作成用の項目を入力できるようにする必要がありま‬

‭す。本アプリを使用するユーザプロファイルに専用のレイアウトを割り当てます。‬

‭※以下の設定手順では、、一例として、システム管理者と標準ユーザに割り当てる場合を記‬

‭載しています。‬

‭設定手順‬

‭1.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブの「さ‬

‭らに表示」を押下してください。タブにある「さらに表示」を押下し、「車両によるエ‬

‭ネルギー使用量」を押下します。(‬‭図1.1.9‬‭)‬

‭2.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」タブを開き、歯車アイコンから「オブジェクトを編‬

‭集」を押下します。(‬‭図1.1.10‬‭)‬

‭3.‬ ‭メニューから「ページレイアウト」を押下し、右上の「ページレイアウトの割り当て」‬

‭を押下します。(‬‭図1.1.11‬‭)‬

‭4.‬ ‭「割り当てを編集」を押下し、本アプリの利用対象にページレイアウト「‬

‭Shoen4nzdSAEULayout」を割り当てます。例えば、プロファイルが「システム管理‬

‭者」と「標準ユーザ」の、「レコードタイプ」にレイアウト「Shoen4nzdSAEULayout‬

‭」を割り当てます。レコードタイプを複数設定しており、他にも本アプリを利用したい‬

‭レコードタイプがあれば同様に割り当てます。(‬‭図1.1.12‬‭)‬
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‭図1.1.9　タブから「車両によるエネルギー使用量」を選択‬

‭図1.1.10　「車両によるエネルギー使用量」オブジェクトを選択‬
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‭図1.1.11　ページレイアウトの割り当て‬

‭図1.1.12　ページレイアウトの割り当てを編集‬
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‭1.1.4.‬ ‭Apex 例外メールの登録‬

‭本アプリを使用時に、Salesforceのアプリケーションサーバの制限に起因するエラーが発生‬

‭した場合、本アプリのインストール時に「Apex エラーを通知」に登録したユーザにのみエラー‬

‭の通知が届きます。本アプリの利用者と、登録したユーザが異なる場合は、Apex 例外メールに‬

‭登録し、エラーの通知が届くようにします。‬

‭設定手順‬

‭1.‬ ‭メニュー「設定」から「メール」→「Apex例外メール」を選んで、Salesforceユーザ‬

‭を追加を押下します。‬‭(‬‭図1.1.13‬‭)‬

‭2.‬ ‭Salesforceユーザを検索し、通知したいユーザを選択して保存します。(‬‭図1.1.14‬‭)‬

‭3.‬ ‭Salesforceユーザ以外を通知先に指定したい場合は、外部メールアドレスを入力して保‬

‭存します。(‬‭図1.1.13‬‭)‬
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‭図1.1.13　Apex例外メールの登録‬

‭図1.1.14　Salesforceユーザを追加‬
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‭1.2.‬ ‭省エネ法・温対法定期報告書作成のための準備‬

‭本アプリを利用して定期報告書を作成するためには、まず初めに「特定事業者情報」「事業‬

‭者全体の報告」「工場等毎の報告」のレコードを作成しておく必要があります。これらのレ‬

‭コードと「固定資産によるエネルギー使用量」のレコードを紐づけることで、定期報告書用の‬

‭データが生成されます。‬

‭なお、「特定事業者情報」「事業者全体の報告」「工場等毎の報告」は年度毎に作成する必‬

‭要があります。省エネ法の報告年度が変わる4月に、当該年度用のレコードを新規作成してくだ‬

‭さい。‬

‭1.2.1.‬ ‭「特定事業者情報」登録‬

‭「特定事業者情報」に事業者の基本情報を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「特定事業者情報」タブから「新規」を押下し事業者情報を登録します。(‬‭図1.2.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「特定事業者名」を入力し「保存」を押下します。(‬‭図1.2.2‬‭)‬

‭a.‬ ‭「特定事業者情報」は毎年作成するレコードです。「特定事業者名」は年度がわ‬

‭かるような名称を推奨します。‬

‭b.‬ ‭「特定事業者名」以外の情報は、報告書ファイル出力前に入力します。‬

‭c.‬ ‭この時点で入力しておきたい場合は、‬‭3.5.‬‭に従って入力してください。‬

‭3.‬ ‭保存後、参照画面に遷移し内容を確認します。(‬‭図1.2.3‬‭)‬
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‭図1.2.1　「特定事業者情報」の新規登録‬

‭図1.2.2　特定事業者情報の入力・保存‬
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‭図1.2.3　保存後の参照画‬
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‭1.2.2.‬ ‭「事業者全体の報告」登録‬

‭「事業者全体の報告」に特定表に記載する情報を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「事業者全体の報告」タブから「新規」を押下します。(‬‭図1.2.4‬‭)‬

‭2.‬ ‭レコードタイプは様式9：定期報告書を選択し「次へ」を押下します。(‬‭図1.2.5‬‭)‬

‭3.‬ ‭「定期報告書名」を入力します。毎年作成するレコードになりますので、年度がわかる‬

‭名称をつけることを推奨します。「特定事業者情報」には‬‭1.2.1.‬‭にて登録したレコードを‬

‭ルックアップ検索で選択し紐付けます。「提出年月日」はカレンダーから日付を選択し‬

‭ます。「提出先」では選択可能な大臣を選択し「▶︎」を押下し「選択済み」のリストに‬

‭追加します。‬‭(‬‭図1.2.6‬‭)‬

‭図1.2.4　事業者全体の新規登録‬
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‭図1.2.5　レコードタイプを選択‬

‭図1.2.6　‬‭情報、追加情報、提出日、提出先の入力‬
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‭1.2.3.‬ ‭「工場等毎の報告」登録‬

‭「工場等毎の報告」に工場‬‭等‬‭毎の基本情報を入力します。レコードは、全ての工場等（工場‬

‭やオフィスビルなど全ての拠点）毎に作成してください。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「工場等毎の報告」タブから「新規」を押下します。(‬‭図1.2.7‬‭)‬

‭2.‬ ‭レコードタイプは様式9：定期報告書を選択し「次へ」を押下します。(‬‭図1.2.8‬‭)‬

‭3.‬ ‭「事業者全体の報告」「定期報告書 工場名」「特定事業者情報」を入力します。「事業‬

‭者全体の報告」は‬‭1.2.2.‬‭で、「特定事業者情報は」‬‭1.2.1.‬‭で‬‭登録したレコードをルックアッ‬

‭プ検索で選択し紐付けます‬‭。「定期報告書 工場名」には年度がわかる名称を推奨しま‬

‭す。(‬‭図1.2.9‬‭)‬

‭4.‬ ‭1〜3の手順を繰り返して、全ての工場等（工場やオフィスビルなど全ての拠点）毎にレ‬

‭コードを作成してください。‬

‭図1.2.7　「工場等毎の報告」タブから「新規」を選択‬
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‭図1.2.8　レコードタイプの選択‬

‭図1.2.9　情報セクションを入力‬
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‭2.‬ ‭エネルギーの使用量の登録‬

‭2.1.‬ ‭追加設定による燃料種別の登録‬

‭Net Zero Cloudの標準機能では、省エネ法で報告が求められている全ての燃料種別には対‬

‭応していません。対応していない燃料種別の使用量を入力するためには、追加設定の燃料種別‬

‭から事前に登録する必要があります。追加設定はNet Zero Cloud本体の機能です。詳細は‬

‭Salesforceのヘルプをご参照ください。‬‭設定済みの場合は‬‭、‬‭次の手順‬‭に進んでください。‬

‭本アプリにおいて、省エネ法報告用の情報を適切に算定するためには「固定資産によるエネ‬

‭ルギー使用量」の「燃料消費量（GJ）」が正しく算定されていることが必須です。‬

‭以下に登録方法の一例を示します。登録した燃料種別が、適切な「その他の排出係数セッ‬

‭ト」と紐付けられ、燃料消費量とその発熱量の関係の整合が取れていれば、任意の入力方法で‬

‭問題ありません。‬

‭　‬

‭　入力手順‬

‭1.‬ ‭追加が必要な燃料種別を登録します。省エネ法で報告が求められている燃料種別のう‬

‭ち、Net Zero Cloudに標準で登録されていない燃料種別は、‬‭原油、コンデンセート、‬

‭ナフサ、B・C重油、石油アスファルト、石油コークス、石油系炭化水素ガス、原料炭、‬

‭一般炭、無煙炭、石炭コークス、コールタール、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガ‬

‭ス、産業用以外の蒸気です。使用量の入力が必要な燃料種別‬‭を登録します。‬

‭a.‬ ‭メニュー「設定」から「Net Zero」→「追加設定」→「燃料種別」を選び、‬

‭「新規燃料種別」を押下して燃料種別を登録します。‬‭(‬‭図2.1.1‬‭)‬

‭b.‬ ‭必要な燃料種別ごとに、「燃料名」「API参照名」を入力し、「有効」「固定資‬

‭産燃料」にチェックを入れて保存します。(‬‭図2.1.2‬‭)‬

‭2.‬ ‭上記燃料種別のうち、測定単位が重量である‬‭石油アスファルト、石油コークス、石炭‬

‭コークス、コールタール、無煙炭、原料炭、一般炭を登録した場合、‬‭重量をエネルギー‬

‭に変換する設定が必要となりますので、測定単位と発熱量を登録します。‬

‭a.‬ ‭メニュー「設定」から「Net Zero」→「追加設定」→「Sustainability 測定単‬

‭位」を選び、「新規Sustainability測定単位」を押下して重量の単位（tやkgな‬

‭ど）を登録します。‬‭(‬‭図2.1.3‬‭)‬

‭b.‬ ‭必要な単位（tやkgなど）ごとに、「測定単位名」「API参照名」を入力、「単位‬

‭種別」は「重量」を選択し、「固定資産の測定単位」にチェックを入れて保存し‬

‭ます。(‬‭図2.1.4‬‭)‬
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‭c.‬ ‭メニュー「設定」から「Net Zero」→「追加設定」→「Sustainability 測定単‬

‭位変換」を選び、「新規Sustainability 測定単位の変換」を押下して換算係数を‬

‭登録します。(‬‭図2.1.5‬‭)‬

‭d.‬ ‭必要な燃料種別ごとに、「API参照名」を入力、「燃料名」「参照元の測定単‬

‭位」には登録したい燃料種別と測定単位を選択、「参照先の測定単位」はkWh‬

‭を選択し、「換算係数」には重量単位（tやkgなど）を熱量（kWh）に変換する‬

‭発熱量を入力して、保存します。(‬‭図2.1.6‬‭)　※「参照先の測定単位」でkWh以外‬

‭の単位を選択するとNet Zero Cloudでは正常に算定がされませんので注意して‬

‭ください。（2023年7月時点）‬

‭3.‬ ‭追加した燃料種別で利用する測定単位を設定します。‬

‭a.‬ ‭メニュー「設定」から「Net Zero」→「追加設定」→「Sustainability 測定単‬

‭位」を選び、「新規燃料種別Sustainability 測定単位」を押下して燃料種別を登‬

‭録します。‬‭(‬‭図2.1.7‬‭)‬

‭b.‬ ‭必要な燃料種別ごとに「API参照名」を入力、「燃料種別」「測定単位」は利用‬

‭したい組み合わせを選んで保存します。(‬‭図2.1.8‬‭)‬
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‭図2.1.1　追加設定による燃料種別‬

‭図2.1.2　燃料種別の登録‬
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‭図2.1.3　追加設定によるSustainability測定単位‬

‭図2.1.4　Sustainability測定単位の登録‬

‭図2.1.5　追加設定によるSustainability測定単位変換‬
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‭図2.1.6　Sustainability測定単位変換の登録‬

‭図2.1.7　追加設定による燃料種別Sustainability測定単位‬

‭図2.1.8　燃料種別Sustainability測定単位の登録‬
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‭2.2.‬ ‭「定期報告書係数」登録‬

‭「定期報告書係数」は各燃料種別についての発熱量と二酸化炭素排出係数を登録するオブ‬

‭ジェクトです。インストール時に算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧に準‬

‭拠したデフォルトの係数が登録されています。Net Zero Cloudで標準で利用できる燃料種別に‬

‭ついて、‬‭デフォルトの係数から修正が不要な場合は‬‭次の手順‬‭に進んでください。‬‭係数を変更し‬

‭たい場合、または、‬‭2.1. 追加設定による燃料種別の登録‬‭にてNet Zero Cloudの標準ではな‬‭いが定‬

‭期報告書での報告が必要な燃料種別の登録を行った場合は、追加した燃料種別と係数の紐付け‬

‭が必要になりますので、以下の手順に従ってレコードの修正を行ってください。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭タブ「定期報告書係数」を押下します。表示されていない場合は、タブの「さらに表‬

‭示」を押下してください。(‬‭図2.2.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭修正したいレコードのリンクを押下します。燃料用の係数の修正や、追加した燃料種別‬

‭との紐付けを行いたい場合は、レコードタイプが「燃料用係数」のレコードを、電力用‬

‭の係数を修正したい場合は、レコードタイプが「電力用係数」のレコードを選んでくだ‬

‭さい。(‬‭図2.2.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭レコードタイプ「燃料用係数」のレコードを選択した場合、使用する各燃料種別の「‬

‭API参照名」「発熱量」「排出係数」を変更し、「保存」を押下します。(‬‭図2.2.3‬‭)　‬

‭a.‬ ‭2.1. 追加設定による燃料種別の登録‬‭にてNet Zero Cloudの標準ではないが、定期‬

‭報告書での報告が必要な燃料種別の登録を行った場合は、必ず‬‭2.1.‬‭で入力したも‬

‭のと同名の「API参照名」を入力してください。‬

‭b.‬ ‭「発熱量」「排出係数」については、‬‭算定・報告・公表制度における算定方法・‬

‭排出係数一覧‬‭の係数から変更したい場合にのみ、修正してください。‬

‭4.‬ ‭レコードタイプ「電力用係数」のレコードを選択した場合、「昼間買電発熱量（GJ/千‬

‭kWh）」‬‭「昼間買電基礎排出係数（t-CO2/kWh）」「昼間買電調整後排出係数（‬

‭t-CO2/kWh）」「夜間買電発熱量（GJ/千kWh）」「上記以外の買電発熱量（GJ/千kWh‬

‭）」「上記以外の買電排出係数（t-CO2/kWh）」「上記以外の買電調整後排出係数（‬

‭t-CO2/kWh）」「自家発電発熱量（GJ/千kWh）」から変更したい項目値を変更‬‭し、‬

‭「保存」を押下します。(‬‭図2.2.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭都市ガスについて、供給事業者毎の発熱量を用いて報告をする場合は、事業者毎のレ‬

‭コードを登録します。‬
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‭a.‬ ‭「新規」を押下します。(‬‭図2.2.5‬‭)‬

‭b.‬ ‭レコードタイプは「燃料用係数」を選択し、「次へ」を押下します。(‬‭図2.2.6‬‭)‬

‭c.‬ ‭「定期報告書係数名」には、都市ガス供給事業者名と年度を含めた名称を入力、‬

‭「報告対象年度」で年度を選択します。「都市ガス発熱量（GJ/千m3）」「都市‬

‭ガス排出係数（tC/GJ）」を適切な値に修正し、保存します。(‬‭図2.2.7‬‭)‬

‭図2.2.1　タブから「定期報告書係数」を選択‬

‭図2.2.2　レコードタイプの選択‬
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‭図2.2.3　レコードタイプ：「燃料用係数」の編集画面‬
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‭図2.2.4　レコードタイプ：「電力用係数」の編集画面‬
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‭図2.2.5　都市ガス供給事業者毎のレコード新規作成‬

‭図2.2.6　レコードタイプを選択‬
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‭図2.2.7　都市ガス発熱量・排出係数の登録‬
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‭表2.2.1　算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧に準拠した、デフォルトの発‬

‭熱量および排出係数‬

‭燃料種別‬ ‭発熱量‬ ‭排出係数‬

‭原油（コンデンセートを除く。）‬ ‭38.2[GJ/kl]‬ ‭0.0187[tC/GJ]‬

‭原油のうちコンデンセート（NGL）‬ ‭35.3[GJ/kl]‬ ‭0.0184[tC/GJ]‬

‭揮発油（燃料油）‬ ‭34.6[GJ/kl]‬ ‭0.0183[tC/GJ]‬

‭ナフサ‬ ‭33.6[GJ/kl]‬ ‭0.0182[tC/GJ]‬

‭ジェット燃料油‬ ‭36.7[GJ/kl]‬ ‭0.0183[tC/GJ]‬

‭灯油（ケロシン）‬ ‭36.7[GJ/kl]‬ ‭0.0185[tC/GJ]‬

‭軽油‬ ‭37.7[GJ/kl]‬ ‭0.0187[tC/GJ]‬

‭Ａ重油‬ ‭41.9[GJ/kl]‬ ‭0.0195[tC/GJ]‬

‭Ｂ・Ｃ重油‬ ‭39.1[GJ/kl]‬ ‭0.0189[tC/GJ]‬

‭石油アスファルト‬ ‭40.9[GJ/kl]‬ ‭0.0208[tC/GJ]‬

‭石油コークス‬ ‭29.9[GJ/kl]‬ ‭0.0254[tC/GJ]‬

‭液化石油ガス（LPG）（プロパン）‬ ‭50.8[GJ/t]‬ ‭0.0161[tC/GJ]‬

‭石油系炭化水素ガス‬ ‭44.9[GJ/1,000Nm3 ]‬ ‭0.0142[tC/GJ]‬

‭液化天然ガス（LNG）‬ ‭54.6[GJ/t]‬ ‭0.0135[tC/GJ]‬

‭その他可燃性天然ガス‬ ‭43.5[GJ/1,000Nm3 ]‬ ‭0.0139[tC/GJ]‬

‭原料炭‬ ‭43.5[GJ/t]‬ ‭0.0139[tC/GJ]‬

‭一般炭‬ ‭25.7[GJ/t]‬ ‭0.0247[tC/GJ]‬

‭無煙炭‬ ‭26.9[GJ/t]‬ ‭0.0255[tC/GJ]‬

‭石炭コークス‬ ‭29.4[GJ/t]‬ ‭0.0294[tC/GJ]‬

‭コールタール‬ ‭37.3[GJ/t]‬ ‭0.0209[tC/GJ]‬

‭コークス炉ガス‬ ‭21.1[GJ/1,000Nm3 ]‬ ‭0.011[tC/GJ]‬

‭高炉ガス‬ ‭3.41[GJ/1,000Nm3 ]‬ ‭0.0263[tC/GJ]‬

‭転炉ガス‬ ‭8.41[GJ/1,000Nm3 ]‬ ‭0.0384[tC/GJ]‬

‭都市ガス‬ ‭44.8‬‭※‬‭[GJ/千m‬‭3‬‭]‬ ‭0.0136[tC/GJ]‬
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‭産業用蒸気‬ ‭1.02[GJ/GJ]‬ ‭0.06[tCO‬‭2‬‭/GJ]‬

‭産業用以外の蒸気‬ ‭1.36[GJ/GJ]‬ ‭0.057[tCO‬‭2‬‭/GJ]‬

‭温水（熱）‬ ‭1.36[GJ/GJ]‬ ‭0.057[tCO‬‭2‬‭/GJ]‬

‭冷水‬ ‭1.36[GJ/GJ]‬ ‭0.057[tCO‬‭2‬‭/GJ]‬

‭昼間買電‬ ‭9.97[GJ/MWh]‬ ‭ー‬

‭夏期・冬期における電気需要平準化‬
‭時間帯‬

‭9.97[GJ/MWh]‬ ‭ー‬

‭夜間買電‬ ‭9.28[GJ/MWh]‬ ‭ー‬

‭上記以外の買電‬ ‭9.76[GJ/MWh]‬ ‭ー‬

‭自家発電‬ ‭9.76[GJ/MWh]‬ ‭ー‬

‭（出所）算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧‬

‭https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/files/calc/itiran_2020_rev.pdf‬‭2023年10月13日アクセス時点‬

‭※1 地球温暖化対策推進法施行令に示された標準状態での単位発熱量を多くの地方公共団体が‬

‭都市ガス供給を受ける際の一般的と考えられる条件（温度 15℃、1.02 気圧）の体積当たりに換‬

‭算して示したもの。都市ガス供給事業者毎の発熱量を利用する場合は、都市ガス供給事業者毎‬

‭の数値を入力したレコードをそれぞれ作成し、「固定資産によるエネルギー使用量」（後述）‬

‭に該当するレコードを紐づける。‬
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‭2.3.‬ ‭「その他の排出係数セット」登録‬

‭「その他の排出係数セット」は、Net Zero Cloud本体のオブジェクトです。Net Zero Cloudを‬

‭利用して二酸化炭素排出量を算定するために必須のものです。詳細は、‬‭Salesforceのヘルプ‬‭もご‬

‭参照ください。‬‭登録済みのレコードを利用する場合は、‬‭次の手順‬‭に進んでください。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「その他の排出係数セット」を押下します。表示されていない場合は、タブの「さらに‬

‭表示」を押下し、「その他の排出係数セット」を押下します。(‬‭図2.3.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「その他の排出係数セット」タブから「新規」を押下します。(‬‭図2.3.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭必要な項目を入力後、「保存」を押下します。(‬‭図2.3.3‬‭)‬
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‭図2.3.1　タブから「その他の排出係数セット」を選択‬

‭図2.3.2　「その他の排出係数セット」タブから「新規」を選択‬
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‭図2.3.3　「その他の排出係数セット」の入力画面‬
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‭2.4.‬ ‭「その他の排出係数セット項目」登録‬

‭「その他の排出係数セット項目」は、Net Zero Cloud本体のオブジェクトです。Net Zero‬

‭Cloudを利用して二酸化炭素排出量を算定するために必須の係数で、「その他の排出係数セッ‬

‭ト」に紐付けられるものです。詳細は、‬‭Salesforceのヘルプ‬‭もご参照ください。‬‭登録済みのレ‬

‭コードを利用する場合は、‬‭次の手順‬‭に進んでください。‬

‭※本アプリでは、「その他の排出係数セット項目」に設定された係数を利用してエネルギーの‬

‭使用量や二酸化炭素排出量を算定しています。「その他の排出係数セット項目」の発熱量に‬

‭は、‬‭算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数‬‭と整合した値を設定してください。‬

‭「その他の排出係数セット項目」を新規登録する場合は、以下の手順に従って入力してくださ‬

‭い。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「その他の排出係数セット項目」を押下します。表示されていない場合は、タブにある‬

‭「さらに表示」を押下し、「その他の排出係数セット項目」を押下します。(‬‭図2.4.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「その他の排出係数セット項目」タブから「新規」を押下します。(‬‭図2.4.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭燃料種別ごとにレコードを作成します。(‬‭図2.4.3‬‭)‬

‭a.‬ ‭燃料種別を選択し、‬‭2.3.‬‭で作成したレコードを「親排出係数」で選択し紐付けま‬

‭す。‬

‭b.‬ ‭「発熱量」には‬‭算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数‬‭と整合する発‬

‭熱量を入力してください。発熱量の単位は選択できるものに限られますので、‬

‭kWhに変換する値を入力してください。‬

‭c.‬ ‭「供給済みCO2e排出係数」「CH4排出係数」「CO2排出係数」「N2O排出係‬

‭数」について、必要な排出係数を入力してください。‬

‭■‬ ‭これらの排出係数は、Net Zero Cloud内での排出量算定に利用されます‬

‭が、省エネ法報告用の算定には利用されません。省エネ法報告用の算定‬

‭には、‬‭2.2.‬‭で登録した排出係数が利用されます。‬

‭d.‬ ‭必要な項目を入力したら「保存」を押下します。‬
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‭図2.4.1　タブから「その他の排出係数セット項目」を選択‬

‭図2.4.2　「その他の排出係数セット項目」タブから「新規」を選択‬
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‭図2.4.3　「その他の排出係数セット項目」の登録‬
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‭2.5.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」登録‬

‭「固定資産によるエネルギー使用量」はNet Zero Cloud本体のオブジェクトです。詳細は、‬

‭Salesforceのヘルプ‬‭もご参照ください。本アプリは、「事業者全体の報告」に紐づけられた‬

‭「固定資産によるエネルギー使用量」に入力されたエネルギー使用量を元に、定期報告書で報‬

‭告すべきエネルギーの使用量や二酸化炭素排出量などが算定されます。‬

‭本アプリをインストールすると、「固定資産によるエネルギー使用量」に複数の項目が追加‬

‭されます。定期報告書の項目と紐づけるために、「特定事業者情報」や「定期報告書係数」の‬

‭入力が必要となります。本アプリとNet Zero Cloudを同時に利用開始した場合と、Net Zero‬

‭Cloudを既に利用していて、追加で本アプリを導入いただいた場合で入力手順が異なります。前‬

‭者の場合は‬‭入力手順A‬‭に従って入力してください。後者の場合は入力済みの「固定資産による‬

‭エネルギー使用量」に対して紐づける情報を追加する必要がありますので、‬‭入力手順B‬‭に従っ‬

‭て入力してください。‬

‭本アプリを導入いただいた状態で、初めて‬
‭Net Zero Cloudの利用をする場合。‬

‭既にNet Zero Cloudを利用しており、「固定‬
‭資産によるエネルギー使用量」を入力してい‬
‭る状態で、本アプリを導入いただいた場合。‬

‭入力手順A‬‭へ‬ ‭入力手順B‬‭へ‬

‭※本アプリでは、「固定資産によるエネルギー使用量」の「エネルギー消費量値」に登録され‬

‭たエネルギー使用量のみが集計され、エネルギー使用量を元に二酸化炭素排出量が算定されま‬

‭す。「追加排出量(tCO2e)」に入力された二酸化炭素排出量は集計対象外となっていますので、‬

‭定期報告書に報告するべき排出量は入力しないでください。また、Net Zero Cloudには「固定‬

‭資産によるエネルギー使用量」のデータを集約した「固定資産のカーボンフットプリント」が‬

‭あります。「固定資産のカーボンフットプリント」にも追加排出量を入力することができます‬

‭が、同様に集計対象外となっていますので、定期報告書に報告するべき排出量は入力しないで‬

‭ください。‬
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‭入力手順A‬

‭1.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブに‬

‭ある「さらに表示」を押下し、「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。(‬‭図‬

‭2.5.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」タブから「新規」を押下します。(‬‭図2.5.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭必要な項目を入力します。「開始日」は必ず入力してください。開始日情報を元に集計‬

‭すべきデータかが判別されます。(‬‭図2.5.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭「特定事業者情報」「事業者全体の報告」「工場等毎の報告」には適切なレコードを選‬

‭択して入力します。「工場等の名称」は適切な名称を入力してください。エネルギー消‬

‭費量として「燃料種別」「燃料消費量単位」「燃料消費量」を入力します。また「燃料‬

‭種別」で”電力”を選択した場合、「電力種別」は”昼間買電” ”夜間買電”、”上記以外の買‬

‭電”、”自家発電” のいずれかを選択してください。(‬‭図2.5.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭「販売した副生エネルギーの量」「購入した未利用熱の量」がある場合は、それぞれ入‬

‭力します。「電力排出係数」「その他の排出係数」は適切なレコードを選択し、紐付け‬

‭ます。(‬‭図2.5.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭「定期報告書係数」は、「燃料種別」が”電力以外”の場合はレコードタイプが「燃料用‬

‭係数」のものから、「燃料種別」が”電力”の場合はレコードタイプが「電力用係数」の‬

‭ものから適切なものを選択し、紐付けます。入力後、「保存」を押下します。(‬‭図2.5.6‬‭)‬

‭電力の場合は、以下a〜jに留意してください。‬

‭a.‬ ‭電力について、‬‭環境省より電気事業者別排出係数一覧が公開されるまでは、適切‬

‭なレコードが存在しませんので、未入力のまま保存してください。‬

‭b.‬ ‭排出係数が公開され、本アプリがアップデートされましたら、以下の手順に従っ‬

‭て、追加された最新の排出係数のレコードの紐付けを行います。‬

‭c.‬ ‭登録済みの「固定資産によるエネルギー使用量」レコードに対して、省エネ法報‬

‭告用に必要なレコードの一括紐付けを行うためのリストビューを作成します。歯‬

‭車マークから、「新規」を押下します。(‬‭図2.5.7‬‭)‬

‭d.‬ ‭任意の「リスト名」と「リストAPI参照名」を入力して、「保存」を押下しま‬

‭す。(‬‭図2.5.8‬‭)‬

‭e.‬ ‭省エネ法報告対象のレコードを絞り込むために、検索条件を設定します。「所有‬

‭者別に絞り込み」を「すべての固定資産によるエネルギー使用量」を選択しま‬

‭す。「レコードタイプ」には対象とするレコードが含まれているレコードタイプ‬

‭を一つ指定します。「名前」に施設名称など、施設を一つに絞り込めるキーワー‬

‭ドを設定します。「開始日」を報告年度の開始日以降を指定します。「燃料種‬

‭別」は「電力」を指定します。(‬‭図2.5.9‬‭)‬
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‭f.‬ ‭リストビューに表示する項目を指定します。歯車マークから、「表示する項目を‬

‭選択」を押下します。(‬‭図2.5.10‬‭)‬

‭g.‬ ‭参照可能項目に必ず「定期報告書係数」を選択してください。任意でそれ以外の‬

‭項目も追加し、「保存」を押下します。(‬‭図2.5.11‬‭)‬

‭h.‬ ‭省エネ法報告用に紐付けたい電力のレコード一覧が表示されたら、全てのレコー‬

‭ドのチェックボックスをオンにします。一度にチェックを入れられるのは200レ‬

‭コードまでとなっています。対象レコードが200を超える場合は、以降の操作を‬

‭複数回に分けて実施してください。「定期報告書係数」を紐付けたい全てのレ‬

‭コードにチェックを入れます。追加された報告年度用の適切な電気事業者の排出‬

‭係数を選択し、「○個の選択済み項目を更新」にチェックを入れて、「適用」を‬

‭押下します。(‬‭図2.5.12‬‭)‬

‭i.‬ ‭対象としたい全ての項目の「定期報告書係数」が更新されたことを確認して、‬

‭「保存」を押下します。(‬‭図2.5.13‬‭)‬

‭j.‬ ‭紐付けをする排出係数（電力メニュー）ごとに、c〜iの手順を繰り返します。‬

‭入力手順B‬

‭1.‬ ‭「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブに‬

‭ある「さらに表示」を押下し、「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。(‬‭図‬

‭2.5.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭登録済みの「固定資産によるエネルギー使用量」レコードに対して、省エネ法報告用に‬

‭必要なレコードの一括紐付けを行うためのリストビューを作成します。歯車マークか‬

‭ら、「新規」を押下します。(‬‭図2.5.14‬‭)‬

‭3.‬ ‭任意の「リスト名」と「リストAPI参照名」を入力して、「保存」を押下します。(‬‭図‬

‭2.5.15‬‭)‬

‭4.‬ ‭リストビューのインライン編集機能を利用して、適切な「特定事業者情報」「事業者全‬

‭体の報告」「工場等の名称」「工場毎の報告」「定期報告書係数」を一括で設定しま‬

‭す。以下は設定方法の一例になります。‬

‭a.‬ ‭省エネ法報告対象のレコードを絞り込むために、検索条件を設定します。「所有‬

‭者別に絞り込み」を「すべての固定資産によるエネルギー使用量」を選択しま‬

‭す。「レコードタイプ」には対象とするレコードが含まれているレコードタイプ‬

‭を一つ指定します。「名前」に施設名称など、施設を一つに絞り込めるキーワー‬

‭ドを設定します。「開始日」を報告年度の開始日以降を指定します。「燃料種‬
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‭別」は「電力」を指定して、まずは電力のレコードのみを対象とします。(‬‭図‬

‭2.5.16‬‭)‬

‭b.‬ ‭リストビューに表示する項目を指定します。歯車マークから、「表示する項目を‬

‭選択」を押下します。(‬‭図2.5.17‬‭)‬

‭c.‬ ‭参照可能項目に「名前」「特定事業者情報」「事業者全体の報告」「工場等の名‬

‭称」「工場等毎の報告」「電力種別」「定期報告書係数」を選択して「保存」を‬

‭押下します。(‬‭図2.5.18‬‭)‬

‭d.‬ ‭省エネ法報告用に紐付けたい電力のレコード一覧が表示されたら、全てのレコー‬

‭ドのチェックボックスをオンにします。一度にチェックを入れられるのは200レ‬

‭コードまでとなっています。対象レコードが200を超える場合は、以降の操作を‬

‭複数回に分けて実施してください。(‬‭図2.5.19‬‭)‬

‭e.‬ ‭「特定事業者情報」の編集マークを押下します。‬‭1.2.1.‬‭にて作成したレコードを選‬

‭択し、「○個の選択済み項目を更新」にチェックを入れて、「適用」を押下しま‬

‭す。(‬‭図2.5.20‬‭)‬

‭f.‬ ‭選択した「特定事業者情報」がチェックを入れた全てのレコードに反映されま‬

‭す。同様に、「事業者全体の報告」は‬‭1.2.2.‬‭にて作成したレコードを選択し、‬

‭「工場等の名称」には施設の名称を入力、「工場等毎の報告」は‬‭1.2.3.‬‭にて作成‬

‭したレコードを選択して、全てのレコードに反映します。(‬‭図2.5.17‬‭図2.5.22‬‭)‬

‭g.‬ ‭昼間売電のレコードのみチェックボックスをオンにします。電力種別はレコード‬

‭の名前などから判断してください。「電力種別」で”昼間売電”を選択し、チェッ‬

‭クしたレコード全てに反映します。(‬‭図2.5.23‬‭)‬

‭h.‬ ‭昼間売電のレコードのチェックを外し、夜間売電のレコードのみチェックボック‬

‭スをオンにします。「電力種別」で”夜間売電”を選択し、チェックしたレコード‬

‭全てに反映します。昼間売電、夜間売電以外に、上記以外の売電や自家発電に該‬

‭当するレコードがある場合は、同様の方法で「電力種別」を選択して反映させて‬

‭ください。(‬‭図2.5.24‬‭)‬

‭i.‬ ‭「定期報告書係数」には、当該施設で契約している電力メニューの係数を選択‬

‭し、他項目同様に全てのレコードに反映します。全ての項目が適切に反映されて‬

‭いることを確認したら、「保存」を押下します。(‬‭図2.5.25‬‭)‬

‭j.‬ ‭リストビューに表示する検索条件を変更して、燃料のレコードに対して紐付けを‬

‭行います。検索条件の「燃料種別」を「電力」と”一致しない”に指定し、電力以‬

‭外の全ての燃料を対象として絞り込みます。(‬‭図2.5.26‬‭)‬

‭k.‬ ‭電力のレコードのときと同様に、「特定事業者情報」「事業者全体の報告」「工‬

‭場等の名称」「工場毎の報告」について反映します。「定期報告書係数」には、‬

‭「燃料用係数」または当該施設用に作成した燃料用の定期報告書係数を選択して‬
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‭反映します。全ての項目が適切に反映されていることを確認したら「保存」を押‬

‭下します。(‬‭図2.5.27‬‭)‬

‭l.‬ ‭a〜kの操作を、全ての工場等（省エネ法への報告対象施設）について同様に実‬

‭施‬‭することで、報告対象とする全ての「固定資産によるエネルギー使用量」レ‬

‭コードの紐付けを実施します。‬

‭以上の手順に従って、省エネ法への定期報告が必要な全ての入力済みの「固定資産によるエ‬

‭ネルギー使用量」に対して追加入力が完了しましたら、以降、追加で新規に入力するエネル‬

‭ギー使用量は、‬‭入力手順A‬‭に従って入力してください。‬
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‭図2.5.1　タブから「固定資産によるエネルギー使用量」を選択‬

‭図2.5.2　「固定資産によるエネルギー使用量」タブから「新規」を選択‬
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‭図2.5.3　新規固定資産によるエネルギー使用量作成画面‬
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‭図2.5.4　定期報告書用レコードの紐付けとエネルギー消費量の入力‬
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‭図2.5.5　販売した副生エネルギー・購入した未利用熱の入力、排出係数の選択‬
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‭図2.5.6　定期報告書用係数の選択‬

‭図2.5.7　リストビューの作成‬
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‭図2.5.8　リストビューの名称設定‬
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‭図2.5.9　対象レコードの絞り込み‬
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‭図2.5.10　リストビューの表示項目選択‬

‭図2.5.11　表示する項目‬
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‭図2.5.12　定期報告書係数の選択‬

‭図2.5.13　定期報告書係数の一括紐付け‬
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‭図2.5.14　リストビューの作成‬

‭図2.5.15　リストビューの名称設定‬
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‭図2.5.16　対象レコードの絞り込み‬
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‭図2.5.17　リストビューの表示項目選択‬

‭図2.5.18　表示する項目‬
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‭図2.5.19　対象レコードへの一括紐付け‬

‭図2.5.20　特定事業者情報の選択‬
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‭図2.5.21　事業者全体の報告選択・工場等の名称入力‬

‭図2.5.22　工場等毎の報告選択‬
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‭図2.5.23　昼間売電の選択‬

‭図2.5.24　夜間売電の選択‬
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‭図2.5.25　電力用定期報告書係数の選択‬
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‭図2.5.26　検索条件を電力以外へ変更‬
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‭図2.5.27　燃料用レコードの一括紐付け‬
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‭2.6.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」登録‬

‭「車両によるエネルギー使用量」はNet Zero Cloud本体のオブジェクトです。詳細は、‬

‭Salesforceのヘルプ‬‭もご参照ください。本アプリは、同一の「事業者全体の報告」に紐づいた‬

‭「車両によるエネルギーによる使用量」に登録された「エネルギー使用量」の合計を算出し、‬

‭そのエネルギー使用量を元に二酸化炭素排出量が算定されます。工場等の敷地内のみを走行す‬

‭る移動体（例えば構内専用フォークリフト）など、定期報告書での報告が必要な車両のみ、‬

‭「事業者全体の報告」に紐づけるようにしてください。‬‭営業車両等、敷地外で走行する車両は‬

‭対象外ですので、「事業者全体の報告」の紐付けは行わないでください。‬

‭本アプリをインストールすると、「車両によるエネルギー使用量」に複数の項目が追加され‬

‭ます。定期報告書の項目と紐づけるために、「特定事業者情報」や「定期報告書係数」の入力‬

‭が必要となります。「固定資産によるエネルギー使用量」と同様に、本アプリとNet Zero‬

‭Cloudを同時に利用開始した場合と、Net Zero Cloudを既に利用していて、追加で本アプリを導‬

‭入いただいた場合で入力手順が異なります。前者の場合は以下の‬‭入力手順A‬‭に従って入力してく‬

‭ださい。後者の場合は入力済みの「車両によるエネルギー使用量」に対して紐づける情報を追‬

‭加する必要がありますので、‬‭入力手順B‬‭に従って必要な項目を入力してください。‬

‭本アプリを導入いただいた状態で、初めて‬
‭Net Zero Cloudの利用をする場合。‬

‭既にNet Zero Cloudを利用しており、「車両‬
‭によるエネルギー使用量」を入力している状‬

‭態で、本アプリを導入いただいた場合。‬

‭入力手順A‬‭へ‬ ‭入力手順B‬‭へ‬

‭※本アプリでは、「車両によるエネルギー使用量」の「データ入力」に登録されたエネルギー‬

‭使用量のみが集計され、エネルギー使用量を元に二酸化炭素排出量が算定されます。「補足排‬

‭出量(tCO2e)」に入力された二酸化炭素排出量は集計対象外となっていますので、定期報告書に‬

‭報告するべき排出量は入力しないでください。また、Net Zero Cloudには「車両によるエネル‬

‭ギー使用量」のデータを集約した「車両のカーボンフットプリント」があります。「車両の‬

‭カーボンフットプリント」にも補足排出量を入力することができますが、同様に集計対象外と‬

‭なっていますので、定期報告書に報告するべき排出量は入力しないでください。‬
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‭入力手順A‬

‭1.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブにある‬

‭「さらに表示」を押下し、「車両によるエネルギー使用量」を押下します。(‬‭図2.6.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」タブから「新規」を押下します。(‬‭図2.6.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭必要な項目を入力します。「開始日」は必ず入力してください。開始日情報を元に集計‬

‭すべきデータかが判別されます。(‬‭図2.6.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭工場等の敷地内のみを走行する移動体（例えば構内専用フォークリフト）など、定期報‬

‭告書での報告が必要な車両についてのみ‬‭、「特定事業者情報」「事業者全体の報告」‬

‭「工場等毎の報告」で適切なレコードを選択して入力します。「工場等の名称」は適切‬

‭な名称を入力してください。「定期報告書係数」「その他の排出係数」は適切なレコー‬

‭ドを選択し、紐付けます。(‬‭図2.6.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭「燃料種別」「燃料消費量」「燃料消費量単位」を入力します。(‬‭図2.6.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭入力後、「保存」を押下します。(‬‭図2.6.6‬‭)‬

‭入力手順B‬

‭1.‬ ‭「車両によるエネルギー使用量」を押下します。表示されていない場合は、タブにある‬

‭「さらに表示」を押下し、「固定資産によるエネルギー使用量」を押下します。(‬‭図2.6.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭登録済みの「車両によるエネルギー使用量」レコードに対して、省エネ法報告用に必要‬

‭なレコードの一括紐付けを行うためのリストビューを作成します。歯車マークから、‬

‭「新規」を押下します。(‬‭図2.6.7‬‭)‬

‭3.‬ ‭任意の「リスト名」と「リストAPI参照名」を入力して、「保存」を押下します。(‬‭図‬

‭2.6.8‬‭)‬

‭4.‬ ‭リストビューのインライン編集機能を利用して、適切な「特定事業者情報」「事業者全‬

‭体の報告」「工場等の名称」「工場毎の報告」「定期報告書係数」を一括で設定しま‬

‭す。以下は設定方法の一例になります。‬

‭a.‬ ‭省エネ法報告対象のレコードを絞り込むために、検索条件を設定します。「所有‬

‭者別に絞り込み」を「すべての車両によるエネルギー使用量」を選択します。‬

‭「レコードタイプ」には対象とするレコードが含まれているレコードタイプを一‬

‭つ指定します。「名前」に施設名称など、施設を一つに絞り込めるキーワードを‬

‭設定します。「開始日」を報告年度の開始日以降を指定します。(‬‭図2.6.9‬‭)‬

‭b.‬ ‭リストビューに表示する項目を指定します。「表示する項目を選択」を押下しま‬

‭す。(‬‭図2.6.10‬‭)‬
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‭c.‬ ‭参照可能項目に「名前」「特定事業者情報」「事業者全体の報告」「工場等の名‬

‭称」「工場等毎の報告」「定期報告書係数」を選択して「保存」を押下します。‬

‭(‬‭図2.6.11‬‭)‬

‭d.‬ ‭省エネ法報告用に紐付けたいレコード一覧が表示されたら、全てのレコードの‬

‭チェックボックスをオンにします。一度にチェックを入れられるのは200レコー‬

‭ドまでとなっています。対象レコードが200を超える場合は、以降の操作を複数‬

‭回に分けて実施してください。(‬‭図2.6.12‬‭)‬

‭e.‬ ‭「特定事業者情報」の編集マークを押下します。‬‭1.2.1.‬‭にて作成したレコードを選‬

‭択し、「○個の選択済み項目を更新」にチェックを入れて、「適用」を押下しま‬

‭す。(‬‭図2.6.13‬‭)‬

‭f.‬ ‭選択した「特定事業者情報」がチェックを入れた全てのレコードに反映されま‬

‭す。同様に、「事業者全体の報告」も、‬‭1.2.2.‬‭にて作成したレコードを選択し‬

‭て、全てのレコードに反映します。「工場等の名称」には、施設の名称を入力し‬

‭て適用します。(‬‭図2.6.14‬‭)‬

‭g.‬ ‭「定期報告書係数」には、「燃料用係数」または当該車両用に作成した燃料用の‬

‭定期報告書係数を選択して反映します。全ての項目が適切に反映されていること‬

‭を確認したら、「保存」を押下します。(‬‭図2.6.15‬‭)‬

‭h.‬ ‭a〜gの操作を、全ての車両（省エネ法への報告対象に限る）について同様に実‬

‭施‬‭することで、報告対象とする全ての「車両によるエネルギー使用量」レコード‬

‭の紐付けを実施します。‬

‭以上の手順に従って、省エネ法への定期報告が必要な全ての入力済みの「車両によるエネル‬

‭ギー使用量」に対して追加入力が完了しましたら、以降、追加で新規に入力するエネルギー使‬

‭用量は、‬‭入力手順A‬‭に従って入力してください。‬
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‭図2.6.1　タブから「車両によるエネルギー使用量」を選択‬

‭図2.6.2　「車両によるエネルギー使用量」タブから「新規」を選択‬
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‭図2.6.3　新規車両によるエネルギー使用量作成画面‬

‭図2.6.4　定期報告書用レコードの紐付け、排出係数の登録‬
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‭図2.6.5　燃料消費量の登録‬

‭図2.6.6　レコードの保存‬
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‭図2.6.7　リストビューの作成‬

‭図2.6.8　リストビューの名称設定‬
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‭図2.6.9　対象レコードの絞り込み‬
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‭図2.6.10　リストビューの表示項目選択‬

‭図2.6.11　表示する項目‬
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‭図2.6.12　対象レコードへの一括紐付け‬

‭図2.6.13　特定事業者情報の選択‬
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‭図2.6.14　事業者全体の報告・工場等の名称入力‬

‭図2.6.15　定期報告書係数の選択‬
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‭2.7.‬ ‭エネルギー使用量・温室効果ガス排出量の再集計‬

‭環境省より公開されている‬‭電気事業者別排出係数‬‭が更新された場合、最新の排出係数を用い‬

‭てCO2排出量を算定し直す必要があります。本アプリにおいて排出係数更新の準備が整います‬

‭と、ホーム画面に更新機能が表示されますので、以下の更新手順に従って、排出係数を自動更‬

‭新し、温室効果ガス排出量の再集計を行うことができます。‬

‭また「定期報告書係数（レコードタイプ：燃料用係数または電力用係数）」レコードを登録‬

‭または更新後に下記の更新手順を実行すると、紐づけられいた「事業全体の報告」および「工‬

‭場等毎の‬‭報告」の使用量、温室効果ガス排出量等の再集計を行うことが可能です。‬

‭※この手順は、「定期報告書係数」のレコードが更新されたときのみに利用できる機能で‬

‭す。それ以外の通常時は利用できません。‬

‭更新手順‬

‭1.‬ ‭「定期報告書係数」レコードを登録または更新後に‬‭タブ「ホーム」を押下すると、ホー‬

‭ム画面に「排出係数更新処理」機能が出力されます。「反映はこちら」を押下します。‬

‭(‬‭図2.7.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭確認画面で表示されるので「OK」を押下します。(‬‭図2.7.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭確認画面で「OK」を押下後に成功メッセージが表示され、‬‭ログインユーザ宛に完了メー‬

‭ルが届きます。‬‭(‬‭図2.7.3‬‭,‬‭図2.7.4‬‭)‬
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‭図2.7.1　‬‭「排出係数更新処理画面」‬

‭図2.7.2　‬‭確認画面で「OK」を押下‬
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‭図2.7.3　成功画面‬‭を確認‬

‭図2.7.4　完了報告メール‬‭を確認‬
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‭3.‬ ‭省エネ法定期報告に必要な情報の入力‬

‭3.1.‬ ‭「定期報告書用その他情報」を登録‬

‭「定期報告書用その他情報」は、エネルギー使用量に関連する項目以外の情報を入力するた‬

‭めに使用します。「事業者全体の報告」「工場‬‭等‬‭毎の報告」「定期報告書係数」をレコード作‬

‭成時に紐付けます。レコードタイプ毎にデータを入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「定期報告書用その他情報」を押下します。表示されていない場合は、タブにある「さ‬

‭らに表示」を押下し、「定期報告書用その他情報」を押下します。(‬‭図3.1.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「定期報告書用その他情報」タブから「新規」を押下します。(‬‭図3.1.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭省エネ法報告用である、様式９用のレコードタイプ(‬‭表3.1.1‬‭)のうち、入力したい情報に関‬

‭するものを選択し、「次へ」を押下します。(‬‭図3.1.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭情報セクションで必要なレコードの紐付けを行います。「定期報告書用その他情報名」‬

‭は一意となる名称を入力してください。年度がわかるような名称を推奨します。「特定‬

‭事業者情報」には‬‭1.2.1‬‭作成した適切なレコードを紐付けます。選択したレコードタイプ‬

‭に応じて、「事業者全体の報告」または「工場等毎の報告」に‬‭1.2.2‬‭または‬‭1.2.3‬‭で作成し‬

‭た適切なレコードを紐付けます。(‬‭図3.1.4‬‭)‬
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‭表3.1.1　定期報告書用その他情報のレコードタイプとその概要‬

‭レコードタイプ‬ ‭概要・入力対象‬

‭01_様式９：定期報告書 特定-‬

‭第12表-6の1_6の2_6の3_6の4‬

‭国内認証排出量削減量及び海外認証排出量削減量、非化石電‬

‭源二酸化炭素削減相当量を記入するためのレコードタイプで‬

‭す。‬

‭国内クレジット、オフセット・クレジット(J-VER)、J-クレ‬

‭ジット及びグリーンエネルギーCO2削減相当量、JCMクレ‬

‭ジットによる排出削減量、非化石電源二酸化炭素削減相当量‬

‭がある場合は、このレコードタイプを選択して入力してくだ‬

‭さい。‬‭該当する排出削減量または削減相当量がない場合は、‬

‭入力不要です。‬

‭02_様式９：定期報告書 特定-‬

‭第12表-4の1_4の2‬

‭エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人‬

‭から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガス‬

‭算定排出量の算定に用いた係数を記入するためのレコードタ‬

‭イプです。‬

‭電気事業者とその排出係数ごとに複数のレコードを作成して‬

‭ください。‬

‭03_様式９：定期報告書 特定-‬

‭第9表-3‬

‭中長期計画書記載事項の実施状況について記入するためのレ‬

‭コードタイプです。‬

‭実施項目ごとに複数のレコードを作成してください。‬

‭04_様式９：定期報告書 指定-‬

‭第1表‬

‭エネルギー管理指定工場等の基本情報を記入するためのレ‬

‭コードタイプです。‬

‭エネルギー管理指定工場等に指定されている工場等がない場‬

‭合は、入力不要です。‬

‭05_様式９：定期報告書 指定-‬

‭第3表‬

‭エネルギー指定管理工場におけるエネルギーの使用の合理化‬

‭に関する設備及びエネルギーを消費する主要な設備の概要、‬

‭稼働状況及び新設、改造又は撤去の状況を記入するためのレ‬

‭コードタイプです。‬
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‭エネルギー管理指定工場等に指定されている工場等がない場‬

‭合は、入力不要です。‬

‭06_様式９：定期報告書 指定-‬

‭第10表-3‬

‭エネルギーの使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人‬

‭から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガス‬

‭算定排出量の算定に用いた係数を記入するためのレコードタ‬

‭イプです。‬

‭工場等ごと、電気事業者とその排出係数ごとに複数のレコー‬

‭ドを作成してください。‬

‭エネルギー管理指定工場等に指定されている工場等がない場‬

‭合は、入力不要です。‬
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‭図3.1.1　タブから「定期報告書用その他情報」を選択‬

‭図3.1.2　「定期報告書用その他情報」タブから「新規」を選択‬
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‭図3.1.3　レコードタイプの選択‬
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‭図3.1.4　‬‭情報セクションの入力‬

‭86‬



‭5.‬ ‭レコードタイプを選択した後にそれぞれの表に入力を行います。‬‭国内認証排出削減量、‬

‭海外認証排出削減量、‬‭非化石電源二酸化炭素削減相当量‬‭のそれぞれについて、複数の入‬

‭力が必要な場合は、同レコードタイプで複数のレコードを作成してください。‬

‭a.‬ ‭01_様式９：定期報告書 特定-第12表-6の1_6の2_6の3_6の4‬

‭i.‬ ‭国内認証排出削減量の情報では「削減量の種別」「クレジット特定番号‬

‭(ユニット開始番号)」「クレジット特定番号(ユニット終了番号)」「無効‬

‭化日又は移転日」「無効化量日又は移転量」を入力し、保存を押下しま‬

‭す。(‬‭図3.1.5‬‭)‬

‭ii.‬ ‭海外認証排出削減量の情報では「削減量の種別」「識別番号」「無効化‬

‭日又は移転日」「無効化量日又は移転量」を入力し、保存を押下しま‬

‭す。(‬‭図3.1.5‬‭)‬

‭iii.‬ ‭非化石電源二酸化炭素削減相当量の‬‭情報では「種別」「非化石証書の‬

‭量」「全国平均係数」「補正率」「電気事業者から小売供給された電気‬

‭使用に伴い発生する二酸化炭素排出量」を入力し、保存を押下します。‬

‭(‬‭図3.1.6‬‭)‬

‭※クレジット特定番号や識別番号を誤った形式で入力して保存すると、出力したXML‬

‭ファイルをEEGSにアップロードした際にエラーとなります。適切な形式で入力するよ‬

‭う注意してください。‬
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‭図3.1.5　‬‭クレジットの登録‬
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‭図3.1.6　‬‭非化石証書の登録‬
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‭b.‬ ‭02_様式９：定期報告書 特定-第12表-4の1_4の2‬

‭i.‬ ‭適切な「電力基礎排出係数」を選択し紐づけます。‬‭(‬‭図3.1.7‬‭)‬

‭1.‬ ‭（必要な場合）温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度の電気‬

‭事業者別排出係数と異なる排出係数を用いて算定した場合は、‬

‭「【4-1】 他人から供給された電気使用に伴うCO2排出量係数の‬

‭変更が必要な場合、入力可」及び「【4-2】 他人から供給された‬

‭電気使用に伴う調整後CO2排出量係数の変更が必要な場合、入力‬

‭可」セクションにそれぞれ、「係数の値」「係数の根拠」「係数‬

‭の適用‬‭範囲」を入力し、保存します。‬

‭ii.‬ ‭「電力基礎排出係数」に登録されている「係数の値」「係数の根拠」‬

‭「係数の適用範囲」が自動的に報告データとして利用されます。‬

‭図3.1.7　‬‭02_様式９：定期報告書 特定-第12表-4の1_4の2‬
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‭c.‬ ‭03_様式９：定期報告書 特定-第9表-3‬

‭i.‬ ‭中長期計画書記載事項の実施状況セクションの「内容」「中長期計画指‬

‭針」「該当する工場等」には、過去に提出した中長期計画書に記載した‬

‭事項のうち、本報告対象年度に実施する予定の計画について記載してく‬

‭ださい。‬

‭ii.‬ ‭中長期計画書に記載していないものについてもここに記載することは可‬

‭能です。その場合、「中長期計画書記載の有無」は「無」を選択してく‬

‭ださい。（中長期計画書に記載がある計画の場合は「有」を選択してく‬

‭ださい。）‬

‭iii.‬ ‭「実施状況」には計画内容の実施状況を記載してください。なお、複数‬

‭年度にわたって実施する事項については、報告対象年度に実施予定で‬

‭あった部分の実施状況を記載してください。‬

‭iv.‬ ‭保存を押下します。(‬‭図3.1.8‬‭)‬
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‭図3.1.8　‬‭03_様式９：定期報告書 特定-第9表-3‬
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‭d.‬ ‭04_様式９：定期報告書 指定-第1表‬

‭i.‬ ‭「工場‬‭等‬‭毎の報告」で作成するエネルギー管理者の「氏名」「職名」‬

‭「電話」「エネルギー管理士免状番号又は講習修了番号」「FAX」‬

‭「メールアドレス」を入力し、保存を押下します。(‬‭図3.1.9‬‭)‬

‭図3.1.9　‬‭04_様式９：定期報告書 指定-第1表‬
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‭e.‬ ‭05_様式９：定期報告書 指定-第3表‬

‭i.‬ ‭エネルギーの使用の合理化及びエネルギーを消費する主要な設備の概要‬

‭等には‬‭「種別」「設備の名称」「設備の概要」「稼働状況」「新設、改‬

‭造又は撤去の状況」を入力します。「種別」はエネルギーの使用の合理‬

‭化に関する設備又は上記以外のエネルギーを消費する主要な設備のいず‬

‭れかを選択し、保存を押下します。(‬‭図3.1.10‬‭)‬

‭図3.1.10　‬‭05_様式９：定期報告書 指定-第3表‬
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‭f.‬ ‭06_様式９：定期報告書 指定-第10表-3‬

‭i.‬ ‭適切な「電力基礎排出係数」で選択し紐づけます。‬

‭1.‬ ‭（必要な場合）温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度の電気‬

‭事業者別排出係数と異なる排出係数を用いて算定した場合は、他‬

‭人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素温室効果ガス排出‬

‭量の算定に用いた係数に関する「係数の値」「係数の根拠」「係‬

‭数の適用‬‭範囲」を入力します。‬

‭ii.‬ ‭保存を押下します。(‬‭図3.1.11‬‭)‬

‭iii.‬ ‭「電力基礎排出係数」に登録されている「係数の値」「係数の根拠」‬

‭「係数の適用範囲」が自動的に入力されます。‬

‭図3.1.11　‬‭06_様式９：定期報告書 指定-第10表-3‬
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‭3.2.‬ ‭「工場等毎の報告」の入力‬

‭「工場等毎の報告」に工場‬‭等‬‭毎の基本情報を入力します。指定区分に限らず全ての工場の‬

‭データを入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「工場等毎の報告」タブを押下し、レコード一覧を表示します。登録した「工場等毎の‬

‭報告」のレコードそれぞれに情報を登録していきます。定期報告書 工場名を押下して、‬

‭レコードを開きます。(‬‭図3.2.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「編集」または鉛筆マークを押下して、編集画面を開きます。(‬‭図3.2.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭【指定-第1表】エネルギー指定工場等の基本情報セクション‬‭を入力します。「当該事業‬

‭を所管する大臣」では、選択可能な大臣のリストで任意の大臣を選択し、「▶︎」を押下‬

‭し、右の選択済みリストに追加します。‬‭(‬‭図3.2.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭指定区分の変更セクション‬‭にて必要項目の入力を行います。「現在の指定区分」では、‬

‭エネルギー管理指定工場の場合は「第1種」または「第2種」を選択し、エネルギー管理‬

‭指定工場以外の工場等の場合には「なし」を選択します。「‬‭指定8表-1又は指定8表-2の‬

‭どちらかを選択しますか」では「専ら事務所」または「工場」を選択します。この選択‬

‭に応じて、後ほど作成する指定8表にて入力すべき箇所が異なります。‬‭(‬‭図3.2.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭【指定-第2表】 エネルギー管理指定工場等のエネルギーの使用量及び販売した副生エネ‬

‭ルギーの量‬‭セクション‬‭にて必要項目の入力を行います。「前年度原油換算換算kl」を入‬

‭力します。各燃料種別毎の‬‭「使用量」「熱量換算」「販売した副生エネルギーの量」‬

‭「販売した副生エネルギーの量熱量換算」「購入した未利用熱の量」「購入した未利用‬

‭熱の量熱量換算」は、「固定資産によるエネルギー使用量」から自動で集計されるた‬

‭め、入力不要です。(‬‭図3.2.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭【指定-第4表】生産量又は建物延床面積その他のエネルギーの使用量と密接な関係を持‬

‭つ値セクションでは、今回が初めての定期報告の場合、「提出初年度のため、前年度の‬

‭データは無し」にチェックを入れます。それ以外の場合は、エネルギーのしようと密接‬

‭な関係を持つ値を入力します。「名称」「単位」は適切なものを選択し、「‬‭「名称」‬

‭「単位」で選択した項目の値(今年度)」‬‭「‬‭「名称」「単位」で選択した項目の値(前年‬

‭度)」にそれぞれ値を入力します。‬‭(‬‭図3.2.6‬‭)‬

‭7.‬ ‭【指定-第5表】 エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位セクショ‬

‭ンは、定期報告書の提出初年度で、前年度データがない場合に限り、当該項目にチェッ‬

‭クを入れてください。エネルギーの使用に係る原単位および電気需要平準化原単位は自‬

‭動で計算されます。‬‭(‬‭図3.2.7‬‭)‬
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‭8.‬ ‭【指定-第6表】過去5年度間のエネルギー使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原‬

‭単位の変化状況セクションでは、‬‭定期報告書の提出初年度で、前年度データがない場合‬

‭に限り、当該項目にチェックを入れてください。1.過去5年度間のエネルギーの使用に係‬

‭る原単位の変化状況セクションおよび2.過去5年度間の電気需要平準化評価原単位の変‬

‭化状況セクションでは、‬‭【前年度(報告年度-1年)】【2年度前(報告年度-2年)】【3年度前‬

‭(報告年度-3年)】【4年度前(報告年度-4年)】の「エネルギーの使用に係る原単位」及び‬

‭「電気需要平準化評価原単位」を入力します。(‬‭図3.2.8‬‭,‬‭図3.2.9‬‭)‬

‭9.‬ ‭【指定-第9表】その他実施した措置セクションでは中長期計画書記載事項の実施状況に‬

‭ついて、当該工場等での「エネルギーの使用の合理化に関する事項」および「電気の需‬

‭要の平準化に資する措置に関する事項」を、その他実施した措置の概要を入力します。‬

‭(‬‭図3.2.10‬‭)‬

‭10.‬ ‭地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又 は係数と異なる算‬

‭定方法又は係数を用いた場合、4. 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定‬

‭める算定方法又は係数の内容セクションに当該算定方法又は係数の内容について入力し‬

‭ます。5. 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無セクションは”有”, “無”のいず‬

‭れかの選択をします。入力完了後に「保存」を押下します。(‬‭図3.2.11‬‭)‬

‭11.‬ ‭追加情報として「工場等毎の報告用追加情報」の‬‭【指定-第7表】【指定-第8表】を入力‬

‭します。最上部の情報セクションに、「追加情報」レコードが自動で生成されています‬

‭ので、押下して開きます。(‬‭図3.2.12‬‭)‬

‭12.‬ ‭「編集」または鉛筆マークを押下して、編集画面を開きます。(‬‭図3.2.13‬‭)‬

‭13.‬ ‭8で入力した過去5年度の原単位から計算された「5年度間平均原単位変化」が99.0を超‬

‭えた場合、【指定-第7表】エネルギー使用に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位‬

‭が改善不可時の理由セクションに、「(イ)の理由」「(ロ)の理由」「(ハ)の理由」「(二)の‬

‭理由」を入力します。原単位が改善している場合は入力不要です。(‬‭図3.2.14‬‭)‬

‭14.‬ ‭【指定-第8表】では、事業所が「専ら事務所」の場合は第8表-1を、「工場」の場合は第‬

‭8表-2を入力します。‬

‭a.‬ ‭「専ら事務所」の場合：第8表-1を入力します。設問毎に、選択肢を変更してく‬

‭ださい。デフォルトで”設定済”, ”実施している”に設定されているので、変更箇所‬

‭は選択リストから選択し直します。「一部設定済」の場合は「進捗(%)」を入力‬

‭します。(‬‭図3.2.15‬‭)‬

‭b.‬ ‭「工場」の場合：第8表-2を入力します。設問毎に、選択肢を変更してくださ‬

‭い。デフォルトで”設定済”, ”実施している”に設定されているので、変更箇所は選‬

‭択リストから選択し直します。「一部設定済」の場合は「進捗(%)」を入力しま‬

‭す。(‬‭図3.2.16‬‭)　発電専用設備又はコージェネレーション設備がある場合はその情‬

‭報を入力します。燃料種ごとの基本情報セクションには、最大5種の燃料の情報‬
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‭を入力できます。「燃料種」「年間使用量(GJ)」「熱量構成比(％) 」を入力して‬

‭ください。高効率化に向けた取組セクションにも必要な情報を入力してくださ‬

‭い。入力完了後に「保存」を押下します。(‬‭図3.2.17‬‭,‬‭図3.2.18‬‭)‬
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‭図3.2.1　工場等毎の報告の編集‬

‭図3.2.2　編集画面への移行‬
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‭図3.2.3　‬‭基本情報の入力‬
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‭図3.2.4　‬‭指定区分の変更‬
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‭図3.2.5　‬‭エネルギー使用量及び販売した副生エネルギーの量‬
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‭図3.2.6　エネルギーの使用量と密接な関係をもつ値‬
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‭図3.2.7　エネルギーの使用に係る原単位及び電気需要平準化原単位‬
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‭図3.2.8　過去5年度間のエネルギーの使用に係る原単位の入力‬

‭図3.2.9　過去5年度間の電気需要平準化評価原単位の入力‬
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‭図3.2.10　中長期計画書記載事項について実施した措置‬
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‭図3.2.11　算定方法・係数の入力、権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無選択‬
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‭図3.2.12　追加情報の編集‬
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‭図3.2.13　指定第7表, 第8表の入力‬

‭図3.2.14　エネルギー使用に係る原単位が改善不可時の理由入力‬
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‭図3.2.15　指定第8表-1の入力‬
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‭図3.2.16　指定第8表-2の入力‬
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‭図3.2.17　発電設備の情報入力‬
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‭図3.2.18　発電設備の高効率化に向けた取組の入力‬
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‭3.3.‬ ‭「事業者全体の報告」の入力‬

‭「事業者全体の報告」に特定表に記載する情報を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「事業者全体の報告」タブを押下します。一覧から作成したレコードを開きます。(‬‭図‬

‭3.3.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「追加情報」レコードが自動で生成されていますので、押下して開きます。(‬‭図3.3.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭「編集」または鉛筆マークを押下して、編集画面を開きます。(‬‭図3.3.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭設問毎に、選択肢を変更します。‬‭デフォルト状態では、”設定済”または”実施している”‬

‭が選択されていますので、変更箇所を選択リストから選択し直します。(2)管理体制の整‬

‭備セクション及び1.2.1 工場単位、設備単位での基本的実施事項セクションの（２）で”‬

‭実施していない”を選択した場合は「整備予定年」を入力します。(‬‭図3.3.5‬‭)‬

‭5.‬ ‭1.2.2 エネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置セクションでは、‬

‭「ISO50001の活用状況」を選択リストから選択します。”認証取得を検討している”を選‬

‭択した場合は「取得予定年」を入力します。入力が完了したら「保存」を押下します。‬

‭(‬‭図3.3.6‬‭)‬

‭6.‬ ‭再び‬‭「事業者全体の報告」タブを押下します。一覧から作成したレコードを開きます。‬

‭(‬‭図3.3.1‬‭)‬

‭7.‬ ‭「編集」または鉛筆マークを押下して、編集画面を開きます。(‬‭図3.3.7‬‭)‬

‭8.‬ ‭「前年度原油換算kl」を入力します。各燃料種別の「使用量」「熱量換算」「販売した‬

‭副生エネルギーの量」「購入した未利用熱の量」は、「固定資産によるエネルギー使用‬

‭量」から自動で集計されるため入力は不要です。‬‭(‬‭図3.3.8‬‭)‬

‭9.‬ ‭【特定-第3表】 1. 事業分類ごとのエネルギーの仕様に係る原単位の計算セクション及び‬

‭2. 事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位等の計算セクションは、後に入力する「‬‭事‬

‭業分類毎の集計‬‭」から自動入力されるため、この時点では入力は不要です。‬‭(‬‭図3.3.9‬‭,‬‭図‬

‭3.3.10‬‭)‬

‭10.‬ ‭【特定-第4表】事業者の過去5年度間のエネルギーの使用に係る原単位セクションで‬

‭は、エネルギーの使用に係る原単位が単一か複数かによって入力項目が変わります。‬

‭a.‬ ‭エネルギーの使用に係る原単位が事業者全体で1種類のみの場合は、左側の列に‬

‭過去5年間の原単位を入力して下さい。前年度比は自動で算定されます。（先の‬

‭手順で、【特定-第3表】のⓋⓌⓍⓎが算定される場合に該当します。本年を除く‬

‭過去5年のⓍに該当する値を左側の列のそれぞれに入力して下さい。）(‬‭図3.3.11‬‭)‬
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‭b.‬ ‭エネルギーの使用に係る原単位が事業者全体で複数種類あり、単一の原単位を定‬

‭義できない場合は、右側の列に過去5年間の前年度比を入力して下さい。左側の‬

‭列は入力不要です。（先の手順で、【特定-第3表】のⓋⓌⓍⓎが定義できず、Ⓩ‬

‭を算定している場合に該当します。本年を除く過去4年のⓏに該当する値を右側‬

‭の列のそれぞれに入力して下さい。）(‬‭図3.3.11‬‭)‬

‭11.‬ ‭同様に、‬‭【特定-第4表】事業者の‬‭過去5年度間の電気需要平準化原単位セクションも、‬

‭電気需要平準化原単位が単一か複数かによって入力項目が変わります。‬

‭a.‬ ‭電気需要平準化原単位が事業者全体で1種類のみの場合は、左側の列に過去5年間‬

‭の原単位を入力して下さい。前年度比は自動で算定されます。（先の手順で、‬

‭【特定-第3表】のⓋ’Ⓦ’Ⓧ’Ⓨ’が算定される場合に該当します。本年を除く過去5‬

‭年のⓍ’に該当する値を左側の列のそれぞれに入力して下さい。）(‬‭図3.3.12‬‭)‬

‭b.‬ ‭電気需要平準化原単位が事業者全体で複数種類あり、単一の原単位を定義できな‬

‭い場合は、右側の列に過去5年間の前年度比を入力して下さい。左側の列は入力‬

‭不要です。（先の手順で、【特定-第3表】のⓋ’Ⓦ’Ⓧ’Ⓨ’が定義できず、Ⓩ’を算定‬

‭している場合に該当します。本年を除く過去4年のⓏ’に該当する値を右側の列の‬

‭それぞれに入力して下さい。）(‬‭図3.3.12‬‭)‬

‭12.‬ ‭報告年度セクションで計算されている「5年度間平均原単位変化」が99.0を超えた場合‬

‭は、その理由を記入します。原単位が改善している場合は入力不要です。(‬‭図3.3.13‬‭)‬

‭13.‬ ‭【特定-第9表】1. エネルギーの使用の合理化に関する事項セクションおよび2. 電気の需‬

‭要の平準化に資する措置に関する事項セクションでは、エネルギーの使用の合理化に関‬

‭して実施した措置および電気需要平準化に私することに関して実施した措置をそれぞれ‬

‭記入します。(‬‭図3.3.14‬‭)‬

‭14.‬ ‭調整後温室効果ガスの排出量の算定に当たって、「非エネルギー起源CO2、メタン、一‬

‭酸化二窒素、ハイドロフルオロカーボン、パーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄、三‬

‭ふっ化窒素」のいずれかの温室効果ガス排出量の報告義務対象者は3. （追加情報）6.5‬

‭ガスセクションに排出量を入力します。また、他社に移転したクレジット等がある場合‬

‭は、その量を「自らが創出した国内認証排出削減量のうち他者へ移転した量」に入力し‬

‭ます。‬‭(‬‭図3.3.15‬‭)‬

‭15.‬ ‭地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算‬

‭定方法又は係数を用いた場合、5. 地球温暖化対策推進に関する法律で定める算定方法 or‬

‭係数と異なる算定方法又は係数の内容セクションにその内容を入力します。(‬‭図3.3.16‬‭)‬

‭16.‬ ‭7. 権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無セクションは”有” ”無”のいずれかの‬

‭選択をします。入力後に「保存」を押下します。(‬‭図3.3.17‬‭)‬
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‭図3.3.1　事業者全体の報告の編集‬

‭図3.3.2　追加情報の編集‬
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‭図3.3.3　特定第8表の入力‬

‭図3.3.4　特定第8表編集画面‬
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‭図3.3.5　特定第8表の回答の選択‬
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‭図3.3.6　ISO50001の活用状況‬

‭図3.3.7　事業者全体の報告の編集‬
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‭図3.3.8　前年度原油換算の入力‬
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‭図3.3.9　‬ ‭事業分類ごとのエネルギーの仕様に係る原単位‬
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‭図3.3.10　‬ ‭事業分類ごとの電気需要平準化評価原単位‬
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‭図3.3.11　過去5年度間のエネルギーの使用に係る原単位‬
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‭図3.3.12　過去5年度間の電気需要平準化原単位‬
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‭図3.3.13　‬ ‭エネルギーの仕様に係る原単位及び電気需要平準化評価原単位が未改善場合の理由‬

‭図3.3.14　その他事業者が実施した措置‬
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‭図3.3.15　‬‭【特定-第12表】3.事業者の調整後温室効果ガス排出量セクション‬
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‭図3.3.16　‬‭法律で定める算定方法又は係数と異なる算定方法又は係数の内容セクション‬

‭図3.3.17　‬‭権利利益の保護に係る請求及び情報の提供の有無セクション‬
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‭3.4.‬ ‭「事業分類毎の集計」の入力‬

‭「事業分類毎の報告」に前年度の原単位を入力します。「工場等毎の報告」に入力した主た‬

‭る事業の細分類番号を元に自動で作成されますので、「事業者全体の報告」の関連リストから‬

‭データを入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「事業者全体の報告」レコードの画面右にある関連リストの「事業分類毎の集計」に事‬

‭業分類のレコードが自動で作成されているので、「特定第3表用」を押下します。(‬‭図‬

‭3.4.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「●エネルギーの使用に係る前年度の原単位」「●前年度の電気需要平準化評価原単‬

‭位」それぞれに、前年に特定-第3表で報告した原単位を入力します。入力後に「保存」‬

‭を押下します。(‬‭図3.4.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭全ての事業分類のレコードについて同様に前年の原単位を入力して下さい。‬

‭図3.4.1　関連リスト「事業分類毎の集計」選択‬
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‭図3.4.2　‬‭前年度の原単位‬
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‭3.5.‬ ‭「特定事業者情報」の入力‬

‭「特定事業者情報」の詳細を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「特定事業者情報」タブから作成したレコードの「特定事業者情報名」を押下します。‬

‭(‬‭図3.5.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「編集」を押下して編集画面を開きます。(‬‭図3.5.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭報告者情報を入力します(‬‭図3.5.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭事業者の名称等の入力を行います。当該事業を所管する大臣を選択する際には、選択可‬

‭能な大臣のリストから任意の大臣を選択し、▶︎を押下し、選択済みのリストに追加しま‬

‭す。(‬‭図3.5.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者の情報を入力します(‬‭図3.5.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭事象所の名称・所在地に変更があった場合には変更前の情報を入力します。(‬‭図3.5.6‬‭)‬

‭図3.5.1　「‬‭特定事業者情報」の選択‬
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‭図3.5.2　‬‭レコード画面から編集を押下‬
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‭図3.5.3　報告者情報の入力‬
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‭図3.5.4　事業者の名称等の入力‬
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‭図3.5.5　エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者の情報の入力‬
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‭図3.5.6　事象所の名称・所在地の変更があった場合の入力‬
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‭4.‬ ‭温対法定期報告に必要な情報の入力‬

‭温対法の定期報告書の作成が必要な場合は、以下の手順に従って報告事項の入力をし、定期‬

‭報告書ファイルを作成します。‬

‭温対法の定期報告書の作成が不要な場合は、‬‭5. XMLファイル出力手順‬‭へ進んでください。‬

‭※省エネ法の定期報告を行う事業者については、エネルギー起源二酸化炭素の排出量に関して‬

‭省エネ法定期報告書で報告を行えば、温対法上の報告をしたとみなされます。エネルギー起源‬

‭二酸化炭素の排出量のみを報告で、エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガス排出量につ‬

‭いての報告が不要の場合は、省エネ法定期報告書を使用して、エネルギー起源二酸化炭素排出‬

‭量及び調整後温室効果ガス排出量に係る情報を報告するため、温対法定期報告書の作成は不要‬

‭となっています。‬

‭4.1.‬ ‭温対法用「特定事業者情報」登録‬

‭「特定事業者情報」に、事業者の基本情報を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭ホームからアプリケーションランチャーを押下し、「省エネ法・温対法報告 for‬

‭Salesforce」を押下します。(‬‭図4.1.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「特定事業者情報」タブから「新規」を押下し特定事業者情報を登録します。(‬‭図4.1.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭「特定事業者名」のみ入力し、「保存」を押下します。「特定事業者情報」は、省エネ‬

‭法と温対法で共通のオブジェクトとなっていますので、温対法用レコードと認識できる‬

‭名称で入力することを推奨します。(‬‭図4.1.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭保存後、参照画面に遷移し内容を確認します。(‬‭図4.1.4‬‭)‬
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‭図4.1.1　アプリケーションランチャーからの選択‬

‭図4.1.2　「特定事業者情報」の新規登録‬
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‭図4.1.3　特定事業者情報の入力・保存‬
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‭図4.1.4　保存後の参照画面‬

‭139‬



‭4.2.‬ ‭温対法用「定期報告書用その他情報」登録‬

‭「定期報告書用その他情報」に、定期報告書作成に必要なレコード情報をレコードタイプ毎‬

‭に入力します。（複数作成可）‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「定期報告書用その他情報」タブから「新規」を押下します。(‬‭図4.2.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭入力したい情報に関するレコードタイプを選択し、「次へ」を押下します。(‬‭図4.2.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭レコードタイプを選択した後に、情報セクションの「定期報告書用その他情報名」は一‬

‭意となる名称を入力し、「特定事業者情報」「工場等毎の報告」「工場等の名称」「事‬

‭業者全体の報告」には、それぞれ紐づけるべきレコードをルックアップ検索し選択しま‬

‭す。(‬‭図4.2.3‬‭)‬
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‭表4.2.1　定期報告書用その他情報のレコードタイプとその概要‬

‭レコードタイプ‬ ‭概要・入力対象‬

‭07_様式１：温室効果ガス算‬

‭定排出量等の報告書 第1表‬

‭温室効果ガス算定排出量を記入する為のレコードタイプで‬

‭す。‬

‭08_様式１：温室効果ガス算‬

‭定排出量等の報告書 第3表1‬

‭他人から供給された電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果‬

‭ガス算定排出量の算定に用いた係数を入力するためのレコー‬

‭ドタイプです。‬

‭省エネ法定期報告書を作成している場合は、入力不要です。‬

‭09_様式１：温室効果ガス算‬

‭定排出量等の報告書 第3表2‬

‭調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気‬

‭の使用に伴う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数を入力‬

‭するためのレコードタイプです。‬

‭省エネ法定期報告書を作成している場合は、入力不要です。‬

‭10_様式１：温室効果ガス算‬

‭定排出量等の報告書 第4表‬

‭法に基づく命令に定める算定方法又は係数と異なる算定方法‬

‭又は係数を入力するためのレコードタイプです。‬

‭省エネ法定期報告書を作成している場合は、エネルギー起源‬

‭CO2に関しての係数以外について入力してください。エネル‬

‭ギー起源CO2以外の報告がない場合は、入力不要です。‬

‭11_様式１：温室効果ガス算定‬

‭排出量等の報告書 第5表2 第5‬

‭表3‬

‭調節後温室効果ガス排出量の算定に用いた国内認証排出削減‬

‭量及び海外認証排出量を入力する為のレコードタイプです。‬

‭省エネ法定期報告書を作成している場合は、入力不要です。‬
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‭図4.2.1　「定期報告書用その他情報」の新規登録‬

‭図4.2.2　レコードタイプの選択‬
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‭図4.2.3　‬‭情報セクションの入力‬
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‭4.‬ ‭レコードタイプを選択した後にそれぞれの表に入力を行います。‬

‭a.‬ ‭07_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第1表‬

‭i.‬ ‭紐づけた工場等の温室効果ガス種別毎に排出量を入力し、保存を押下し‬

‭ます。(‬‭図4.2.4‬‭)‬

‭図4.2.4　07_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第1表の入力‬
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‭b.‬ ‭08_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第3表1‬

‭i.‬ ‭エネルギー使用に伴って発生する二酸化炭素のうち、他人から供給され‬

‭た電気の使用に伴う二酸化炭素の温室効果ガス算定排出量の算定に用い‬

‭た係数に関する「係数の値」「係数の根拠」「係数の適用範囲」を入力‬

‭し、保存を押下します。(‬‭図4.2.5‬‭)‬

‭※省エネ法の定期報告書を作成している場合は、本レコードは作成不要です。‬

‭図4.2.5　08_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第3表1の入力‬
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‭c.‬ ‭09_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第3表2‬

‭i.‬ ‭調整後温室効果ガス排出量のうち、他人から供給された電気の使用に伴‬

‭う二酸化炭素の排出量の算定に用いた係数に関する「係数の値」「係数‬

‭の根拠」「係数の適用‬‭範囲」を入力し、保存を押下します。(‬‭図4.2.6‬‭)‬

‭※省エネ法の定期報告書を作成している場合は、本レコードは作成不要です。‬

‭図4.2.6　‬‭09_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第3表2‬‭の入力‬
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‭d.‬ ‭10_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第4表‬

‭i.‬ ‭法に基づく命令に定める算定方法または係数と異なる算定方法または計‬

‭数を用いた場合に「温室効果ガスである物質の区分」「当該算定方法ま‬

‭たは係数の内容」を入力し、保存を押下します。(‬‭図4.2.7‬‭)‬

‭※‬‭省エネ法定期報告書を作成している場合は、エネルギー起源 CO2に関しての‬

‭係数以外について入力してください。エネルギー起源CO2以外の報告がない場‬

‭合は、入力不要です。‬

‭図4.2.7　10_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第4表の入力‬
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‭e.‬ ‭11_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第5表2 第5表3‬

‭i.‬ ‭国内の認証排出削減量に係る情報を入力します。選択リストから「削減‬

‭量の種別」を選択します。「無効化日又は移転日」を入力する時はカレ‬

‭ンダーから選択します。(‬‭図4.2.8‬‭)‬

‭※省エネ法の定期報告書を作成している場合は、本レコードは作成不要です。‬

‭図4.2.8　‬‭11_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第5表2の入力‬
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‭ii.‬ ‭海外の認証排出削減量に係る情報を入力します。選択リストから「削減‬

‭量の種別」を選択します。「無効化日又は移転日」を入力する時はカレ‬

‭ンダーから選択します。(‬‭図4.2.9‬‭)‬

‭図4.2.9　11_様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告書 第5表3の入力‬
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‭4.3.‬ ‭温対法用「工場等毎の報告」登録‬

‭「工場‬‭等‬‭毎の報告」に、定期報告書作成に必要な工場‬‭等‬‭毎のレコード情報を入力します。‬

‭（複数作成可）‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「工場等毎の報告」タブから「新規」を押下します。(‬‭図4.3.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告」レコードタイプを選択し、「次へ」を押‬

‭下。(‬‭図4.3.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭レコードタイプを選択した後に、情報セクションの「特定事業者情報」の紐づけたいレ‬

‭コードをルックアップ検索し選択します。(‬‭図4.3.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭事業者（工場基本情報）セクションにて必要項目の入力を行います。「現在の指定区‬

‭分」では、エネルギー管理指定工場の場合は「第1種」または、「第2種」を選択し、エ‬

‭ネルギー管理指定工場以外の工場等の場合には「なし」を選択します。(‬‭図4.3.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭事業所において行われる事業及び、担当者（問い合わせ）セクションにて必要項目の入‬

‭力を行います。「当該事業を所管する大臣」では、選択可能な大臣のリストで任意の大‬

‭臣を選択し、「▶︎」を押下し、右の選択済みリストに追加します。(‬‭図4.3.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭【別紙-第1表】 特定事業所に係る温室効果ガス算定排出量セクションの入力を行いま‬

‭す。各温室効果ガス算定排出量を入力した後に、「保存」を押下します。(‬‭図4.3.6‬‭)‬
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‭図4.3.1　「工場等毎の報告」の新規登録‬

‭図4.3.2　レコードタイプの選択画面‬
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‭図4.3.3　関連するレコードの紐付け画面‬
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‭図4.3.4　事業者（工場基本情報）の入力画面‬
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‭図4.3.5　事業所において行われる事業、担当者（問い合わせ）セクションの入力‬
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‭図4.3.6　【別紙-第1表】 特定事業所に係る温室効果ガス算定排出量の入力‬
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‭4.4.‬ ‭温対法用「事業者全体の報告」登録‬

‭「事業者全体の報告」の作成に必要なレコード情報を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「事業者全体の報告」タブから「新規」を押下します。(‬‭図4.4.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭「様式１：温室効果ガス算定排出量等の報告」レコードタイプを選択し、「次へ」を押‬

‭下します。(‬‭図4.4.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭レコードタイプを選択した後に、情報セクションの「特定事業者情報」で、紐づけたい‬

‭レコードをルックアップ検索し選択します。提出年月日をカレンダーから選択し、「提‬

‭出先」‬‭では、選択可能な提出先のリストで任意の提出先を選択し、「▶︎」を押下し、右‬

‭の選択済みリストに追加します。‬‭(‬‭図4.4.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭【第2表】 特定排出者の調整後温室効果ガス排出量セクションを入力します。入力が完‬

‭了したら「保存」を押下します。(‬‭図4.4.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭4の工程で「保存」を押下したら作成したレコードの確認画面に移ります。ここで温対‬

‭法第5表2、第5表3の内容を確認し、数値の横にあるペンマークを押下します。(‬‭図4.4.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭温対法第5表2、第5表3で確認した内容をそれぞれの削減量の種別毎に入力し、「保‬

‭存」を押下します。(‬‭図4.4.6‬‭)‬

‭図4.4.1　「事業者全体の報告」の新規登録‬
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‭図4.4.2　レコードタイプの選択画面‬
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‭図4.4.3　情報、提出日、提出先の入力‬
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‭図4.4.4　第2表の入力‬
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‭図4.4.5　温対法第5表2, 3の集計値の確認‬

‭図4.4.6　温対法第5表1の入力‬
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‭4.5.‬ ‭温対法用「特定事業者情報」の詳細入力‬

‭3.1. で作成した「特定事業者情報」の詳細を入力します。‬

‭入力手順‬

‭1.‬ ‭「特定事業者情報」タブから作成した「特定事業者情報」を押下します。(‬‭図4.5.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭レコードの画面に遷移した後に、右上にある「編集」を押下します。(‬‭図4.5.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭報告者情報を入力します。(‬‭図4.5.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭事業者の名称等の入力を行います。当該事業を所管する大臣を選択する際には、選択可‬

‭能な大臣のリストから任意の大臣を選択し、▶︎を押下し、選択済みのリストに追加しま‬

‭す。(‬‭図4.5.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者の情報を入力します。(‬‭図4.5.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭事業所の名称・所在地に変更があった場合には変更前の情報を入力します。(‬‭図4.5.6‬‭)‬

‭図4.5.1　特定事業者情報の選択‬
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‭図4.5.2　レコード画面から編集を押下‬
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‭図4.5.3　報告者情報の入力‬
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‭図4.5.4　事業者の名称等の入力‬
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‭図4.5.5　エネルギー管理統括者・エネルギー管理企画推進者の情報の入力‬
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‭図4.5.6　事象所の名称・所在地の変更があった場合の入力‬
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‭5.‬ ‭XMLファイル出力手順‬

‭出力手順‬

‭1.‬ ‭タブの「定期報告書XML出力」を押下し、「提出年度」を選択します。表示されていな‬

‭い場合は、タブの「さらに表示」を押下し、「的報告書XML出力」を押下します。出力‬

‭したい「様式タイプ」を選択し、「定期報告書表示」を押下します。(‬‭図5.1‬‭)‬

‭2.‬ ‭XMLファイルを出力する「定期報告書名」を選択し、「工場等の報告書表示」を押下し‬

‭ます。(‬‭図5.2‬‭)‬

‭3.‬ ‭出力したい工場にチェックを入れます。全ての工場を出力したい場合は「工場等の全選‬

‭択」を押下します。選択後に「XMLファイル出力」を押下します。(‬‭図5.3‬‭)‬

‭4.‬ ‭確認画面で表示されるので「OK」を押下します。(‬‭図5.4‬‭)‬

‭5.‬ ‭確認画面で「OK」を押下後に出力開始が画面に表示されます。(‬‭図5.5‬‭)‬

‭6.‬ ‭XMLファイル出力完了後に出力をしたユーザにメールが送付されます。メールに記載さ‬

‭れたURLを押下します。タブの「ファイル」を押下することでも、同じ画面に進めま‬

‭す。(‬‭図5.6‬‭)‬

‭7.‬ ‭ファイルの画面に遷移し出力されたファイルを確認・保存をすることが可能になりま‬

‭す。提出したいファイルについて▼ボタンを押下して、ダウンロードします。(‬‭図5.7‬‭,‬‭図‬

‭5.8‬‭)‬

‭8.‬ ‭出力したファイルを、省エネ法・温対法・フロン法電子報告システム(EEGS)へアップ‬

‭ロードして報告を進めてください。EEGSへのアップロード方法は、EEGSマニュアル（‬

‭https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/manual/eegs‬‭）を参照し‬‭てください。‬

‭167‬

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/manual/eegs


‭図5.1　‬‭「提出年度」と「様式タイプ」を選択‬

‭図5.2　‬‭「事業者全体の報告」を選択‬
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‭図5.3　‬‭「工場等」を選択後に「XMLファイル出力」を押下‬

‭図5.4　‬‭確認画面で「OK」を押下‬
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‭図5.5　‬‭出力開始の表示‬

‭図5.6　XMLファイル‬‭出力完了後のメールのURLを押下‬
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‭図5.7　出力されたXMLファイル確認‬

‭図5.8　ファイルのダウンロード‬
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‭付録‬

‭オブジェクト構成図‬
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‭オブジェクト機能説明‬
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‭変更履歴‬

‭バージョン‬ ‭変更日付‬ ‭説明‬

‭1.0‬ ‭2022/08/31‬ ‭初版‬

‭2.0‬ ‭2023/08/31‬ ‭Ver.1.2に合わせて改版‬

‭2.1‬ ‭2023/10/13‬ ‭全般的に説明のわかりずらい箇所を改変‬
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